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第３章 県外事業所アンケート調査 
   

3.1 調査対象の抽出 
 
(1) 基本的な考え方 

 
①配布総数 

・従業員規模 100人以上の民営事業所を対象に 500事業所とした。 
※北陸圏については、10人以上の事業所を対象 

 
②配布対象地域と配布数設定の考え方 

○配布対象地域の考え方 

リニア中央新幹線整備および北陸新幹線延伸により、長野県との関わりにおいて事業活動（本

社・支社・事業所の関係等）に影響があると考えられる地域を対象とした。 
ただし、以下のような観点から上記地域の代表的な都市を対象とした。 
・配布数が少ないため、リニア中央新幹線の開業等による影響について、地域特性（影響の及

ぶ範囲やその程度等）を把握することは困難であること 
・県外事業所アンケートでは、リニア中央新幹線開業によるメリット、デメリットを把握し、

リニア中央新幹線開業の効果を活用するための取組み（リニア駅へのアクセス等の交通面、

事業所の立地誘導・支援等の交通面以外での取組み）の方向性を得ることに主眼を置くこと

とする 
・このため、広域交通のターミナル駅があり、業種ごとに一定の事業所数を収集可能な経済規

模の大きい大都市を対象とすることが、検討に必要な知見を得る上で効果的である 

○事業所の業種区分 

・業種による偏りを少なくするため、基本的に各業種から同数の事業所を選定した。 
 
 
 
 
 

○各地域の対象事業所数 

・統計的精度を確保した上で、地域による傾向を把握できることが望ましいが、そのためには多

くの事業所数を対象とする必要がある。 
・一方で、配布数が限られている中では、地域ごとに統計的精度を確保可能な事業所数を対象に

できないため、回収結果の集計は全体で行わざるを得ない。 
・このため、傾向把握に主眼を置いた集計とした。 
 

１．建設業           ２．製造業        ３．卸売業・小売業 
４．飲食店・宿泊業       ５．金融・保険業     ６．医療・福祉 
７．不動産業          ８．運輸業        ９．情報通信業 

１０．教育・学習支援業     １１．その他 
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［調査対象地域と配布対象事業所数］ 

 調  査  対  象 配布対象事業所数 

リニア中央新幹線関連 首都圏：東京都 23区 150件 
中京圏：愛知県名古屋市 150件 

関西圏：大阪府大阪市 100件 
北陸新幹線関連 北陸圏：新潟県上越市・糸魚川市 

富山県富山市 
石川県金沢市 

100件 
※各市の件数は事業

所数に応じて設定 
 
 
(2) 調査対象の抽出 

民間の情報データベース提供会社の事業所関連データをもとに、調査対象とする事業所を地域別・

業種別に無作為に抽出した。 
 
［調査対象の抽出結果］ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

糸魚川市 上越市 富山市 金沢市 北陸計

 1.建設業 14 14 9 1 1 3 3 8 45

 2.製造業 14 14 10 1 1 3 3 8 46

 3.卸売業，小売業 14 14 9 1 1 3 3 8 45

 4.宿泊業，飲食サービス業 14 14 10 1 2 4 5 12 50

 5.金融業，保険業 14 14 9 0 0 3 5 8 45

 6.医療，福祉 14 14 9 1 1 3 3 8 45

 7.不動産業，物品賃貸業 14 14 9 0 0 4 4 8 45

 8.運輸業，郵便業 13 13 9 1 1 5 5 12 47

 9.情報通信業 13 13 9 0 1 3 4 8 43

10.教育，学習支援業 13 13 9 0 1 3 4 8 43

11.その他 13 13 8 1 1 5 5 12 46

計 150 150 100 7 10 39 44 100 500

合　計
北             陸

東京２３区 名古屋市 大阪市
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3.2 調査票の作成 
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［アンケート調査票（Ａ４版）：その３］ 
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［お願い文（Ａ４版）］ 

（表） （裏） 
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［発送用封筒（長３）］ ［返送用封筒（長３）］ 
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［調査協力お礼状］ 
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無回答,
1.9%

名古屋市,
31.4%

東京都,

21.0%

大阪市,

12.4%

北陸圏,
33.3%

n=105

区分 回答数 構成比 回収率
東京都 22 21.0% 14.7%
名古屋市 33 31.4% 22.0%
大阪市 13 12.4% 13.0%
北陸圏 35 33.3% 35.0%
無回答 2 1.9% -
合計 105 100.0% 21.0%

区分 回答数 構成比
本社（本部） 57 54.3%
支社(支部） 35 33.3%
その他 7 6.7%
無回答 6 5.7%
合計 105 100.0%

3.3 配布・回収結果 
 
(1) 実施概要 

項  目 内       容 備   考 

調査対象 ・長野県外の民営事業所 500事業所 
・対象地域…東京都 23区、名古屋市、大阪市、北陸圏（糸

魚川市、上越市、富山市、金沢市） 

 

配布数 ・東 京 都：150票    ・名古屋市：150票 
・大 阪 市：100票    ・北 陸 圏：100票 

 

調査方法 ・郵送配布、郵送回収  
調査票回収期間 ・発 送 日：平成 24年 2月 16日（木） 

・最終回収日：平成 24年 3月 15日（木） 
 

回収結果 ・回収数：105票（回収率 21％）  
 
 
(2) 回収結果 

 
（地域別） 

 
 
 
 
 
 
 

（本社・支社等の区分）           
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区分 回答数 構成比 回収率
建設業 12 11.5% 26.7%
製造業 11 10.6% 23.9%
卸売業・小売業 11 10.6% 24.4%
飲食店・宿泊業 7 6.7% 14.0%
金融・保険業 9 8.7% 20.0%
医療・福祉 10 9.6% 22.2%
不動産業 3 2.9% 6.7%
運輸業 10 9.6% 21.3%
情報通信業 7 6.7% 16.3%
教育・学習支援業 7 6.7% 16.3%
その他 15 14.4% 32.6%
無回答 2 1.9% 0.4%
合計 104 100.0% 20.8%
無効 1 0.2%

 
（業種別） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（従業員規模） 

 
[従業員数(貴事業所)]                         [従業員数（全社・団体）] 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

11.5%

10.6%

8.7%9.6%
2.9%

9.6%

14.4%
1.9%

6.7%

10.6%

6.7%

6.7%

建設業

製造業

卸売業・小売業

飲食店・宿泊業

金融・保険業

医療・福祉

不動産業

運輸業

情報通信業

教育・学習支援業

その他

無回答

n=104

1000人以

上, 1.9%

無回答,

5.7%

500～1000

人未満,
1.0%

100～500人

未満, 19.0%

50～100人

未満, 7.6%

10人未満,

15.2%

10～50人未

満, 49.5%

n

n=105

10人～100

人未満,

11.4%

10人未満, 0

100～500人
未満, 31.4%

500～1000

人未満,
6.7%

1000～5000

人未満,

10.5%

無回答,

38.1%

5000人以
上, 1.9%

n

n=105
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ある,
20.0%

ほとんど
ない,
80.0%

n

n=105

区分 ある
ほとんど
ない

あると回答した
事業所の割合

東京都 5 17 22.7%

名古屋市 7 26 21.2%

大阪市 0 13 0.0%

北陸圏 8 27 22.9%

無回答 1 1 50.0%

合計 21 84 20.0%

区分 佐久地域 上小地域 諏訪地域 上伊那地域 飯伊地域

1番目に多い行き先 1 0 2 0 2

2番目に多い行き先 0 0 2 0 1

3番目に多い行き先 0 0 1 1 1

合計 1 0 5 1 4

区分 木曽地域 松本地域 大北地域 長野地域 北信地域 無回答 合計

1番目に多い行き先 0 4 0 12 0 0 21

2番目に多い行き先 0 5 0 3 1 9 21

3番目に多い行き先 0 1 1 1 0 15 21

合計 0 10 1 16 1 24 63

3.4 調査結果 
 
(1) 普段の事業活動における長野県との関わりについて 

 
①業務上の長野県との行き来の有無 

 

 
 
 
 
 

［業務上の長野との行き来の有無］ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

［行く機会の多い長野県内の行き先］ 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

（参考：地域別の状況） 

【行き来の有無】 

２割の事業所が、業務上、長野県との行き来があると回答している。 
【長野県内の行き先】 

業務上の長野県内の行先として、「長野地域」を挙げる事業所が、最も多くなっている。 
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区分
企業内活動（支社間・
事業所間の会議等）

営業（ﾏｰｹｯﾄ拡大、新
規顧客の拡大）

通常の業務活動
（定常業務：打合わ
せ、定期的な訪問等）

その他 無回答 合計

佐久地域 1 0 0 0 0 1

上小地域 0 0 0 0 0 0
諏訪地域 1 1 3 0 0 5

上伊那地域 0 0 1 0 0 1
飯伊地域 0 1 3 0 0 4

木曽地域 0 0 0 0 0 0
松本地域 1 2 7 0 0 10

大北地域 0 1 0 0 0 1
長野地域 2 4 9 1 0 16

北信地域 0 0 1 0 0 1
無回答 0 0 0 0 24 24

合計 5 9 24 1 24 63

*複数回答

区分 自動車 レンタカー
鉄道

（新幹線）
鉄道

（在来線）
高速バス 航空機 その他 無回答

回答数
(無回答含む）

佐久地域 1 0 1 0 0 0 0 0 1

上小地域 0 0 0 0 0 0 0 0 0
諏訪地域 4 0 1 0 0 0 1 0 5

上伊那地域 1 0 0 0 0 0 0 0 1

飯伊地域 3 0 0 0 0 0 1 0 4
木曽地域 0 0 0 0 0 0 0 0 0

松本地域 7 0 2 1 0 0 0 0 10
大北地域 1 0 0 0 0 0 0 0 1

長野地域 11 0 4 1 0 0 0 0 16
北信地域 0 0 1 0 0 0 0 0 1

無回答 0 0 0 0 0 0 0 24 24

合計 28 0 9 2 0 0 2 24 63

 

②長野県に行く主な目的と交通手段 

 
 
 
 
 

 
 
［長野県内の行き先とその主な目的］ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［長野県内の行き先と利用交通手段］ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【主な目的】 

長野県内の行き先の主な目的として、「通常の業務活動」を挙げる事業所が、最も多くな

っている。 
 【交通手段】 

  利用する交通手段では、「自動車」を挙げる事業所が、最も多くなっている。 



 －3-12－

変化について

無回答, 1.0%

分からない,

17.1%

変化すると

思う, 9.5%

特に変わら
ないと思う,

72.4%
n=105

大いに関心

がある, 3.8

わからない,

20.0
少し関心が

ある, 36.2

関心がない,

37.1

無回答, 2.9

n=105

80.0%

20.0%

20.0%

10.0%

10.0%

0.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

長野県内の企業・顧客との新たな

取引や取引増加が期待できる

長野県内の支社・事業所等を撤退

　あるいは縮小する可能性がある

出張の形態が宿泊から

        日帰りに変わる

長野県内に新たな事業所・営業所

           等を新設する可能性がある

これまで行っていた長野県内の企

業との取引を他県へ移すことがある

長野県内に本社機能を移転する

                    可能性がある

その他

*複数回答

n=10

(2) リニア中央新幹線が開業した場合の事業活動について 

 
①リニア中央新幹線開業後の長野県への関心について 

 
 
 
 
   ［長野県への関心について］ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
②リニア中央新幹線が開業した場合における事業所の事業や営業範囲等の変化 

 
 
 
 
 
 
 

［変化の有無］           ［変化すると考えられる内容］ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「大いに関心がある」、「少し関心がある」を挙げる事業所が、合わせて 4割となっている。 

【変化の有無】 

「特に変わらないと思う」を挙げる事業所が、最も多くなっている。 

【変化すると考えられる内容】 

「長野県内の企業・顧客との新たな取引や取引増加が期待できる」を挙げる事業所が、最

も多くなっている。 
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58.1%

24.7%

12.9%

11.8%

8.6%

5.4%

8.6%

11.8%

1.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

リニア中央新幹線と接続する鉄道の

　　　　　　　　    　　　　　利便性向上

リニア中央新幹線駅からの

　　    アクセス道路の整備

リニア中央新幹線駅から周辺地域を移動する

　　　　　　　　　 　　　　ための路線バスの拡充

リニア中央新幹線駅周辺及びアクセス道路に

　　　　　おける分かりやすい案内標識の設置

リニア中央新幹線駅における
　　　　　　レンタカーの整備

リニア中央新幹線駅における

　　　　自動車駐車場の整備

その他

特に必要ない

分からない n=93

*複数回答

③リニア中央新幹線の駅からの交通手段として必要な対応 

 
 
 
 

［駅からの交通手段として必要な対応］ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「リニア中央新幹線駅と接続する鉄道の利便性向上」を挙げる事業所が、最も多くなってい

る。 
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76.5%

17.6%

11.8%

11.8%

5.9%

0.0%

5.9%

0% 20% 40% 60% 80%

長野県内の企業・顧客との新たな
    取引や取引増加が期待できる

出張の形態が宿泊から
        日帰りに変わる

長野県内に新たな事業所・営業所
        等を新設する可能性がある

長野県内の支社・事業所等を撤退
　あるいは縮小する可能性がある

長野県内に本社機能を移転する
               　      可能性がある

これまで行っていた長野県内の企
業との取引を他県へ移すことがある

その他 n=17

*複数回答

4.5

6.1

15.4

34.3

77.3

75.8

69.2

45.7

18.2

18.2

15.4

20.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

東京都

名古屋市

大阪市

北陸圏

変化すると思う 特に変わらないと思う 分からない

n=22

n=33

n=13

n=35

(3) 北陸新幹線が延伸された場合の変化について 

 
 
 
 
 

［事業所の事業や営業範囲等の変化］ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［変化すると考えられる内容］ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「長野県内の企業・顧客との新たな取引や取引増加が期待できる」を挙げる事業所が、最も

多くなっている。 
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3.8%

5.7%

15.2%

6.7%

3.8%

59.0%

3.8%

1.9%

長野市周辺

松本市周辺

長野県飯田市・下伊那郡地域にできる
リニア中央新幹線駅周辺

山梨県甲府市周辺にできる
リニア中央新幹線駅に近い長野県の市町村

岐阜県中津川市にできる
リニア中央新幹線駅に近い長野県の市町村

リニア中央新幹線が開業しても、
長野県内への移転や新規立地は検討しない

その他

無回答

n=105

41.9%

28.6%

11.4%

9.5%

13.3%

4.8%

3.8%

3.8%

2.9%

53.3%

15.2%

17.1%

18.1%

7.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

取引先・顧客が近いこと

人材（社員）の確保がしやすいこと

土地代が安いこと

高速道路網が整備されていること

鉄道網が整備されていること

敷地面積を確保しやすいこと

関連企業が近くにあること

暮らしやすい環境が整備されていること
自治体の助成等（税制優遇、融資等）の
　　　　　　　　　　　　　　　支援があること
立地場所にネームバリューがあること
新幹線駅（リニア中央新幹線を含む）の
　　１時間当たりの停車回数が多いこと

自然環境が豊かであること

その他

特にない n=105

*複数回答

(4) 企業として移転や新規立地を検討する際のことについて 

 
①事業所の移転や新規立地に当たり重要視する事項 

 
 
 
 

［事業所の移転や新規立地を検討する際に重要視すること］ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
②リニア中央新幹線が開業した場合、長野県内に移転や新規立地を検討するとしたら、どのよう

な場所・地域を希望するか 
 
 
 
 

［長野県内に移転や新規立地をする場合の希望の場所］ 

 
 
 
 
 
 
 
 

「取引先・顧客が近いこと」を挙げる事業所が、最も多くなっている。 

「リニア中央新幹線が開業しても長野県内への移転や新規立地は検討しない」を挙げる事業

所が、最も多くなっている。 


